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法人事業

ありたい姿
　企業を取り巻く環境が大きく変化し、複雑化するなか、法人のお客さまが直面する経営課題は多様化していま
す。当グループは、信託グループとしての多彩さ・専門性をさらに強化し、お客さまと社会の「ベストパートナー」とし
て、経営課題・社会課題の解決に貢献する金融機関を目指します。

具体的な取り組み

（1）ESGトータルソリューションのご提供

（2）資金・資産・資本の好循環への貢献

（3）資本市場の健全な発展への貢献

　ESGへの取り組みが世界的に加速するなか、脱炭素や人的資本経営の
強化などお客さまが抱える課題は複雑かつ高度なものとなっています。
　当グループは、銀行・信託業務を通じた多様なステークホルダーとの
接点や幅広い商品提供力を強みとして、企業価値向上につながるソリュー
ションをワンストップで提供しています。
　経済的価値と社会的価値の創出を両立することで、お客さまのニーズ・
課題に応えられる「ベストパートナー」となることを目指します。

　社会構造が大きく変わろうとしているなか、脱炭素や地域活性化などの
経営課題・社会課題解決を進めるには、多額の資金が必要となります。
　当グループは、課題解決に必要な資金需要に応えるとともに、銀行・信
託業務を通じて接点を持つ多様な投資家の投資・運用ニーズを、信託の
力で結び付け、お客さまや社会が必要とする領域への資金循環を促進し
ていきます。
　金融仲介機能の発揮により、「企業価値の向上による果実を家計にもた
らす資金・資産・資本の好循環」に貢献します。

　証券代行受託社数No.1※の顧客基盤から得られる多様な情報や、ガバ
ナンス・役員報酬各サーベイを基にした国内最大規模のデータを活用し、
株式実務・ガバナンス関連のサポートを一体的に提供しています。
　高度化・複雑化する投資家との対話やガバナンスに関する経営課題に
対し、最適かつ質の高いソリューションを提供し、「ベストパートナー」とし
てお客さまの成長を支援していきます。
　また、DX進展の潮流を捉え、株主総会のデジタル化をはじめ日本の資
本市場の健全な発展をリードしていきます。
※ 2023年3月末時点の当グループでの証券代行受託社数

課題認識

重点施策

機会・強み

●国際紛争・地政学リスク、金融システム不安の高まりなど
に端を発する市場の不確実性・ボラティリティの高まり

●世界的に加速する脱炭素に向けた取り組みと企業の
ESG経営へのシフト

●DXによる金融ビジネスのモデル変革

●サステナブルな経営・社会の実現に向けたESGトータルソリューションの提供
●当グループならではの金融仲介機能の発揮による、資金・資産・資本の好循環への貢献
●企業のガバナンス強化サポートや、株主の利便性向上を通じた資本市場の健全な発展への貢献

●脱炭素に伴う新たな資金ニーズと投資家の投資・運用
ニーズの拡大

●お客さまへの高い付加価値提供を可能とする専門人材
●財務・非財務情報の取得・分析を通じた多彩かつ専門

性の高い総合的なソリューションの提供

お客さまのニーズをとことん考え当グループならではのソリューションを提供
齋藤 優真      三井住友信託銀行 名古屋営業第一部

　事業法人RMとして、「お客さまの会社の社員」になることを常に意識しています。現場
の担当者から経営層まで幅広い層の方と会話し、お客さまにとって何が必要なのかをとこ
とん考えてきました。貸出だけでなく、証券代行、年金、従業員の資産形成など幅広い提
案を行ったことで、当社からの提案の採用や取引の深耕に結びついたと感じています。4
月から名古屋営業第一部に所属していますが、地元のお客さまの声に耳を傾け、地域との
連携や森林信託など当社ならではの取り組みを活用したソリューションを提供していきた
いと考えています！

商品・サービス

モニタリング

財務情報

非財務情報

継続的なエンゲージメント

多様なニーズにお応えする
「トータルソリューション」の開発・提供

取引先企業 当グループ

お客さまの
ニーズを

包括的に把握

資本の効率的なアロケーション
資金・資産・資本の好循環の構築

トータルソリューションの提供

信託の力

幅広い
投資家基盤

事業者の
資金需要

■ 証券代行業務における業界内シェア※（2023年3月末時点）

※ 当グループで受託している上場会社受託社数

42.3%

■ 実質業務純益
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■ インパクトエクイティ取り組み金額
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